〔要　求〕
	５．労働時間・休暇等の改善
⑴　年間総労働時間1,800時間の実現

①　「改正労働安全衛生法（第66条の８の３）」を踏まえ、厚生労働省のガイドラインに基づき、正確な実態を把握できる勤務時間管理体制を構築するとともに、時間外勤務縮減にむけ、安全・衛生委員会の活用も含め、労使で勤務時間・働き方などを協議できる場を設置し、実効ある施策を行うこと。

②　労働時間の短縮にむけた年間行動計画を策定すること。

③　休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。また、変則・交替制勤務職場においても同様に労働時間を短縮すること。


〔解　説〕
⑴　労働者の健康を確保する観点から、2019年４月施行により、労働安全衛生法（第66条の８の３）が改正され、事業者は、管理監督者や裁量労働制の適用者を含むすべての労働者の始業・終業時刻(労働時間)を、原則として、使用者自ら現認すること、またはタイムカードの記録やパソコンの使用記録等の客観的な記録を基礎として把握しなければならないと規定されました。

　　現状では、労働時間の自己申告制が不適切に運用されるなどして、長時間労働や時間外勤務の未払いといった問題が生じています。

　　連合総研の調査によると、「上司が実際の労働時間を把握している」と思わない人の方が、把握していると思う人より、時間外労働を行った割合が高くなっており、労働時間の把握の有無が時間外労働時間の長短に影響している傾向が見て取れます。

厚生労働省は、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン(以下「ガイドライン」という。)」を2017年１月に策定し、業務上義務づけられている研修や着用を義務づけられた所定の服装への着替え等は労働時間に該当するといった労働時間の考え方や、始業・終業時刻の確認・記録方法等を明確に示しました。

⑵　時間外労働の上限規制の実効性を確保し、長時間労働の是正をはかるうえでカギとなるのは、「労働時間の適正な把握」です。厚生労働省が策定した「ガイドライン」などを活用し、職場実態をあらためて把握するとともに、人事委員会、首長交渉、安全衛生委員会において、適正な勤務時間の把握と実効性ある時間外勤務の縮減を求める必要があります。この「ガイドライン」では、①始業・終業時刻の確認および記録として、「使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、これを記録すること」、②始業・終業時刻の確認および記録の原則的な方法として、「ア．使用者が自ら現認・確認し、適正に記録すること、イ．タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として確認し、適正に記録すること」、③自己申告制により始業・終業時刻の確認および記録を行う場合の措置として、「ア．本ガイドラインを踏まえ、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行うなど十分な説明を行うこと、イ．自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否か、必要に応じて実態調査を実施し、所要の労働時間を補正すること。特に、入退場記録やパソコンの使用時間の記録など、事業場内にいた時間の分かるデータを有している場合に、労働者からの自己申告により把握した労働時間と当該テータでわかった事業場内にいた時間との間に著しい乖離が生じているときには、実態調査を実施し、所要の労働時間を補正すること、ウ．休憩や自主的な研修、教育訓練、学習等であるため労働時間ではないと報告されていても、実際には、使用者の指示により業務に従事しているなど使用者の指揮命令下に置かれていたと認められる時間は、労働時間として扱わなければならないこと、エ．自己申告制は、労働者による適正な申告を前提として成り立つものです。使用者は、労働者が自己申告できる時間外労働の時間数に上限を設け、上限を超える申告を認めない等、労働者による労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じてはならないこと、　となっています。

⑶　2020秋期闘争事前点検によると、13単組で「ＰＣのログイン・ログアウト」、36単組で「タイムカード」という一方で、87単組で「自己管理」、30単組で「その他」という厳しい実態が明らかとなりました。労働者の健康を確保する観点から、2019年４月施行により「労働安全衛生法(第66条の８の３)」が改正され、事業者は、すべての労働者の労働時間を、上記の記録等により客観的な方法で把握しなければならないと規定されたにもかかわらず、多くの自治体では法違反の状態となっており、早急に解決すべき課題となっています。勤務時間の適正な把握により、長時間労働の是正につながり、職場改善に結びつき、誰もが安心して定年まで働くことができる良好な職場環境の整備にむけて、2022春闘のなかで改善をめざしていく必要があります。
このため、自治労本部作成の「適正な労働時間管理のための職場チェックリスト」を活用し、労使交渉・協議と合意により、労働者の始・終業時間や休日労働の正確な実態を把握できる勤務時間管理体制の構築を求めます。あわせて、「労働安全衛生法66条の８」が改正され、月80時間を超える時間外労働を行った職員に対して、医師の面接指導や所属長による勤務状況の把握・改善等適切な対応をはかることが義務化されました。安全衛生委員会において、時間外労働の実態について報告させ、縮減策について協議する必要があります。

⑷　所定勤務時間の短縮は、1991年の週休二日制の勧告と1992年５月からの実施以降における勤務時間制度に関わる最大の課題でした。

こうした状況のもとで、2005年に突如、休憩・休息時間の見直し問題が浮上し、2006年７月から交替制職場を除いて休息時間が廃止されました。自治労・公務員連絡会はこの問題について、勤務時間制度全体の見直しという枠組みのもとで対応することとし、超勤縮減や育児・介護職員の短時間勤務制度の導入や所定勤務時間の短縮と一体的に解決するよう協議を進めたものの、休息時間の廃止が先行し、その他の課題は先送りとされてきていました。
⑸　その後、育児職員の短時間勤務制度が2006人勧での意見の申出に基づいて2007年８月から実施されました。職員の所定勤務時間についても、2006・2007人事院報告を経て2008勧告で勧告に至りました。

北海道においては2012年４月からすべての自治体において、38時間45分となりました。
⑹　また、人事院規則以下で措置される事項について、「今後の検討課題」として以下の事項があげられています。
　①　勤務時間の長さ等
　　ア）交替制勤務職員の勤務時間の割り振りの基準
　４週８休制以外の交替制職員の勤務時間の割り振りについては、毎４週間につき１週間当たりの勤務時間が42時間を超えないこととし、かつ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が16時間を超えないという現行の枠組みが維持される。
　　イ）半日勤務時間の割り振り
　現行どおり４時間の勤務時間を割り振り変更するものとする。
　　ウ）非常勤職員の勤務時間
　非常勤職員の勤務時間については、日々雇用の非常勤職員については７時間45分を超えない範囲とし、その他の非常勤職員については、現行の仕組みどおり、常勤職員の１週間当たりの勤務時間38時間45分の４分の３を超えない範囲内となる。
　　エ）休憩・休息時間の見直し
　　　ⅰ）交替制勤務職員等の休憩・休息時間の設定基準
　交替制勤務職員等の休息時間については、2006年の休息時間の廃止の際に廃止が除外されていたが、今回の勤務時間短縮にあわせ、おおむね４時間の連続する正規の勤務時間におかれる休息時間２回のうち、１回分（15分）を休憩時間（１回15分）に置き換えることを基本とする方向で検討する。
　　　ⅱ）育児、介護等のための休憩時間の別段の定め
　休憩時間の短縮措置について、現行の休憩時間が60分の場合の15分、30分短縮、休憩時間が45分の場合の15分短縮というあり方について検討する。
　②　休暇
　　ア）常勤職員の休暇
　　　ⅰ）年次休暇の取得単位
　１日単位が原則であり、特に必要があると認められるときは１時間とし、半日単位は廃止する方向である。
　１日単位は、１回の勤務に割り振られた勤務時間が７時間を超え７時間45分を超えない時間とされている場合において、当該勤務時間のすべてを勤務しない場合に使用できるものとする。
　　　ⅱ）年次休暇の繰越
　現行どおり、20日を超えない範囲内の残日数（１日未満の単数は切捨て）とする。
　　　ⅲ）時間単位の年次休暇の換算
　時間単位の年次休暇を日に換算する場合には、７時間45分をもって１日とする。配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
イ）短時間勤務職員の休暇
　　　ⅰ）年次休暇の日数
　毎日同じ勤務時間数を勤務する斉一型は現行どおり、常勤職員の年次休暇日数×１週間の勤務日の日数／５日とする。
　不斉一型は算定方法は現行どおりとし、常勤職員の年次休暇日数×短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間／38時間45分とする。
ⅱ）時間単位の年次休暇の換算
　斉一型については、勤務日ごとの勤務時間の時間数をもって１日とし、配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
　不斉一型については、７時間45分をもって１日とし、配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
　　　ⅲ）非常勤職員の休暇
　常勤職員および短時間勤務職員の見直しに合わせ改正する。
⑺　公務員連絡会では、公務における1,800時間体制確立には、①所定労働時間1,650時間、②所定外労働時間150時間とし、そのため１日の労働時間を７時間30分とし、休日・休暇については週休105日、休日14日（15日－土曜とのダブり１日）、年末年始４日（６日－週休日とのダブり２日）、夏季休暇５日、年次有給休暇20日、合計148日が必要となります。

〔要　求〕
	５－⑵　時間外労働の上限規制および36協定締結の推進

①　時間外労働の上限を定める条例・規則については、労働基準法および人事院規則が定める原則（１月45時間、１年360時間）を上限として、適正に運用すること。

ⅰ）自治体で改正した時間外労働の上限規制の条例・規則等を遵守すること。

ⅱ）部署ごとの時間外労働・年休の取得状況を明らかにし、必要に応じて業務量や任務分担、人員配置の見直しを行うこと。

ⅲ）「他律的業務の比重が高い部署」を定める場合は、部署の範囲を明確にしたうえで、部署の範囲と上限時間を必要最小限とすること。部署等の指定を行った場合は、時間外労働の実態について点検を行い、労使協議により必要な見直しを行うこと。

ⅳ）上限時間を超えて時間外労働を命じられる「特例業務」については、その業務（大規模災害対応、新型コロナ対応など）や職員の範囲について労使協議・合意に基づくものとすること。また、「特例業務」が行われた場合は、労使で当該業務にかかる要因の整理、分析・検証を行うこと。

ⅴ）長時間労働を行った職員に対する医師による面接指導など健康確保措置を強化すること。特に１月平均80時間超の時間外労働を行った職員については、申し出の有無にかかわらず、医師による面接指導を実施すること。


〔解　説〕
【長時間労働の是正・36協定締結の推進】

《 働き方改革関連法案にかかる労働時間に関する制度の見直し 》

　2018年６月29日の参議院本会議において「働き方改革関連法案」が可決・成立し、罰則付きの時間外労働の上限規制が導入（2019年４月、中小企業は2020年４月）されました。

　民間におけるこれまでの時間外労働の規制は、「労働基準法第36条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度に関する基準」（労働省告示第154号、1998年12月28日）において、労使がいわゆる「36協定」（労働基準法第36条に基づく時間外労働の限度に関する協定）で定めることのできる時間外労働の上限時間を、原則、月45時間以内、かつ年360時間以内としていましたが、強制力がなく臨時的な特別な事情がある場合には、労使が合意すれば上限のない時間外労働（特別条項による青天井）が可能となっていました。これについて、労使合意があっても上回ることのできない上限を設定するとともに、年次有給休暇の取得、労働時間把握等について以下のとおり改正が行われました。
　「働き方改革関連法の内容抜粋」

	

	１．時間外労働の上限規制の導入　

　改正労働基準法＜労基法36条＞では、時間外労働について、原則として月45時間、年360時間を上限とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満、複数月平均80時間（休日労働含む）を上限としています。さらに、違反した場合、労基法第32条違反として、６か月以下の懲役または30万円以下の罰金を科す罰則規定が設けられています(罰則規定条項:労基法第119条)。（「起訴する、しない」の判断は検察庁の判断となりますが、法律上の罰金規程は、従業員１人あたりの罰金となります「以下同じ」）。

２．一定日数の年次有給休暇の確実な取得

　労基法39条第７項、第８項が新設され、使用者は、10日以上の年次有給休暇が付与されている労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととなりました。違反した場合、労基法第39条第７項違反として、30万円以下の罰金を科す罰則規定が設けられています(罰則規定条項:労基法第120条)。

３．労働時間の状況の把握の実効性確保

　改正労働安全衛生法 (第66条の８の３)では、事業者は、管理監督者や裁量労働制の適用者も含むすべての労働者の労働時間を、タイムカードの記録やパソコンの使用記録等の客観的な方法で把握しなければならないことが規定されました。

４．フレックスタイム制の見直し

　フレックスタイム制の「清算期間」の上限を１か月から３か月に延長するとしています。

５．高度プロフェッショナル制度の創設

　職務の範囲が明確で一定の年収（1,075万円以上）を有する労働者が、高度の専門的知識を必要とする等の業務に従事する場合に、年間104日の休日を確実に取得させること等の健康確保措置を講じること、本人の同意や労使委員会の決議等を要件として、労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定を適用除外とされています。医師による面接指導を行わなかったなど違反した場合、労安法第66条の８の２第１項違反および同法第66条の８の４第１項違反として、50万円以下の罰金を科す罰則規定が設けられています(罰則規定条項:労安法第120条)。

６．勤務間インターバル制度の普及促進

　事業主は、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に、一定時間の休息の確保に努めなければならないとしています。

７．産業医・産業保健機能の強化

　事業主は、衛生委員会に対し、産業医が行った労働者の健康管理等に関する勧告の内容等を報告しなければならない。また、産業医に対し産業保健業務を適切に行うために必要な情報を提供しなければならないこととするとしています。

	


《 人事院規則の改正による超過勤務の上限時間の導入 》

⑴　国家公務員への措置については、2018年８月の人事院勧告の報告において、民間労働者の時間外労働と枠組みが異なることを前提としつつも、「公務においても職員の健康保持や人材確保の観点等から長時間労働を是正とすべき必要性は異なるものではない」とし、人事院規則において超過勤務の上限時間
を定めることとしました。その後、人事院規則15－14（後段【公務のための「０からはじめる36協定」の手引き】抜粋参照）が改正され、民間法の施行に合わせて、2019年４月から超過勤務の上限時間が以下のとおり定められ、おおむね民間と同様の措置となりました。

⑵　他律的業務の比重の高い部署における上限時間や、大規模災害への対応等を特例業務とする例外が設けられ、公務の特殊性から生じる民間との差異はありつつも、特例業務を行った際の整理、分析・検証の義務づけや１ヵ月あたり100時間以上の超過勤務を行った職員等に対する健康確保措置については、民間法に準じて措置されています。

　　しかし、人事院が他律的業務の指定範囲の調査などを行い、各府省の状況把握に努めているものの、すでに改正人事院規則の取り扱いや解釈に府省間で差異が生じており、なかには府省のすべての部署を他律的業務の比重の高い部署に指定したり、上限時間を超えた業務を特例業務に振り替えるなどといった、制度の趣旨とは異なる実態が散見されるなど、運用における課題が表面化してきています。こうした指摘について人事院は、「（他律的業務の比重の高い部署の範囲を）どういう考え方で指定をしているのか、改善する余地がないのかを各省に認識してもらうよう、引き続き、各省との意見交換の機会を持ちつつ対応していきたい」と答え、あくまでも各府省の状況を把握したうえでの対応であるとの考え方を示すにとどまっています。公務員連絡会は、引き続き人事院に対し、各府省に制度趣旨の徹底と、超過勤務を縮減するための、より実効ある措置の具体化にむけ、実態把握と主体的な指導を行うよう求めていくとしています。

《 地方公務員における超過勤務の上限時間の導入等》

⑴　改正人事院規則が施行され、地方自治体においても、条例・規則等の改正により上限規制が導入されました。自治体においては、「他律的業務」を設定させない、仮に設定する場合であっても、必要最小限にとどめることが交渉課題となりましたが、多くの自治体では人事院規則に準じた改正にとどまりました。

⑵　2021賃金確定闘争において、次のとおりの取り組みを進めることを提起しました。

　  ①「他律的業務」に該当するとされた業務・部署等の見直しとその縮小・廃止に取り組むこと、②「特例業務」は大規模災害などの業務に限定されるべきものであり、拡大解釈することがないよう確認すること、③労働時間の適正な把握、不払い残業の一掃などを、各単組段階で追及しました。

⑶　①「他律的業務」および②「特例業務」について道本部は、2020年３月、11月、2021年３月の春闘交渉での確認事項を、再度、2021年11月10日の北海道市町村課長交渉で指摘し、北海道からは、他律的業務の指定は労使協議により決めるべきこと、特例業務の拡大解釈はすべきではないことをそれぞれ確認し、各自治体に必要な助言を行う旨の考え方を示させました。各単組においては、この回答を足がかりとして、2022春闘期にむけて具体的な取り組みを進めていく必要があります。また、③年休の取得について北海道からは、「職員の健康管理や豊かな生活時間の確保の観点から、大変重要な課題であり、地方公営企業職員を含め、全職員に対して、より一層年休取得に配慮するよう、各自治体に助言する」との考え方を示させました。2022春闘アンケート結果によると、道内自治体職員の１年間の年休取得５日未満が、17.4％(前年20.0％)と前年より減少していますが、改善を進めることが必要です。地方公営企業職員や技能労務職員では、５日以上の付与義務違反となり、使用者は労基法39条第７項違反として、労基法120条による罰則規定条項(30万円以下の罰金)が科せられます。年休取得やインターバル制度の導入は、過労死の発生を防ぐことができるといわれています。2022春闘にむけて、年休取得ができていない単組は、その要因を当局に明らかにさせ、場合によっては人員増要求により、安心して働きやすい職場とするため、全単組で取り組みを強化していく必要があります。

　【公務のための「０からはじめる３６協定」の手引き】(抜粋)
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〔要　求〕
	

	５－⑵　時間外労働の上限規制および36協定締結の推進
②　すべての職場において、36協定の締結、改定を行うこととし、36協定の上限時間は、１年間150時間、３ヵ月50時間、４週間24時間、１日２時間とすること。なお、労働基準法別表第１に該当しない非現業の官公署においては、36協定またはそれに準ずる文書（書面協定）を締結すること。また、兼業・副業を行う場合の労働時間について、時間外労働を行う場合の36協定の締結、上限時間の算定における労働時間の通算を適切に運用すること。

③　労働基準法第33条第３項の「公務のために臨時の必要がある場合」について、厳格な運用をはかること。

	


〔解　説〕
⑴　労働基準法の改正により、罰則付き時間外労働の上限規制が導入されたことを踏まえ、公務職場においても、労働基準法別表第１に該当する事業場では、36協定を点検（休日労働の抑制、限度時間を超える場合の健康確保措置、過半数労働組合・代表者のチェック、36協定の周知状況）し、点検を踏まえた見直しに取り組む必要があります。特に未締結の事業場にあっては、36協定を締結し、監督機関に届け出なければなりません。１～10号までおよび13～15号までに掲げる事業に従事する職員については、労働基準監督署が、それ以外の職員は人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）が労働基準監督機関となります。36協定についても、上記の区分により事業場によって提出先が異なります。具体的な事業・事業所名がわかりづらいことから、自治労本部として、対象事業場となる職場・範囲および労働基準監督機関の明確化を求めてきたなかで、「労基法別表第１」が総務省から示された例示です。

⑵　地方公務員の勤務時間は、国家公務員適用の「一般職職員の勤務時間、休暇に関する法律」と違い、原則労働基準法が適用され、同法第33条第３項に定める「公務のために臨時の必要がある場合」には、例外的に時間外労働をさせることができるとされています。自治体当局は、この33条３の「（第16号「その他官公署」（第１～15号に該当しない官公署については）公務のために臨時の必要がある場合」は労基法第36条の締結を必要としない－との条文を盾に無原則に超勤を命令している実態にあります。この条文はあくまで例外的に置かれたものであり、災害等緊急事態を想定したものです。したがって、法の厳格な運用を求めていくことは当然ですが、少なくとも現行で協定が義務づけられている適用事業所（職場、施設等）については必ず36協定を結ぶこと、36協定適用除外職場においても、36協定に準じた書面協定を締結するよう取り組みを提起しています。
⑶　兼業・副業を行う場合、他の使用者の事業場における労働時間と通算して管理をする必要があることから、時間的に後から労働契約を締結した使用者において、労働時間を通算して法定労働時間を超える部分については、36協定の締結が必要です(ただし、時間的に前に労働契約している使用者であっても、他の事業場における労働時間との通算の結果、法定労働時間を超え労働をさせる場合にあっては、36協定締結と割増賃金の支給が必要)。また、時間外労働の上限として、単月100時間未満、複数月平均80時間以内の要件(労基法第36条第６項第２号および第３号)は、２以上の事業場の労働時間を通算かることとされています。一方、個々の事業場の時間外労働について、36協定により上限を定めるとされている月45時間、年間360時間(同条第４項)、特別条項を設ける場合の年間720時間(同条第５項)についても時間外労働縮減の観点から、兼業・副業における労働時間の実態を把握し、兼業・副業とあわせた労働時間とするよう、労使での取り組みを進めるとともに、自治体で定める条例における上限についても同様の範囲に収まるような運用とすることが重要です。

⑷　2021賃金確定闘争においては、36協定の法適用全職場で締結すること、法適用除外職場でも36協定に準じた書面協定を締結することを、各単組段階で追及しました。36協定の締結について北海道は、「締結義務のある職場の協定締結は、不適正な長時間労働の是正とともに引き続き助言する」旨の認識を示しました。この36協定の締結は、当局都合により締結するものであり、組合から時間外勤務をするので結びましょう、というものではありません。そして36協定は締結することが目的ではなく、労働時間を客観的に把握することにつながり、また、時間外労働の縮減につなげるため、さらに、人員確保闘争を進めるうえでも「大きな武器」となるということです。36協定締結義務職場での未締結は労基法違反であり、引き続く2022春闘において、すべての職場での締結をめざして取り組む必要があります。すでに36協定を締結している単組についても、再点検を踏まえた見直しを進めます。また、36協定適用除外職場においても、36協定に準じた書面協定の締結と遵守を求めるよう取り組みます。締結にあたっては、36協定の上限時間を、自治労基準として示された１日２時間、４週間24時間、３ヵ月50時間、１年間150時間（別表）をめざし、少なくとも改正労基法や改正される人事院規則に定める限度時間（月45時間、年間360時間）の範囲内とするよう求めます。

長時間労働の是正は、職場での取り組みが最も重要であり、労働組合がしっかり関与していくことが求められます。運動の推進にあたっては、総労働時間縮減の観点から、連合「Ａction！36」(３月６日)に積極的に参画するとともに、自治労本部作成の「公務のための『０からはじめる36協定』（2019年５月）」を活用することとします。

⑸　なお、時間外労働の上限規制は、大企業（301人以上）は2019年４月１日から適用、中小企業（300人以下）は2020年４月１日から適用されていますが、2018年11月12日付け総務省通知において、「『常時使用する労働者の数が300人以下である事業主』については、地方公共団体を単位として該当の有無を判断する旨、厚生労働省から回答を得ておりますので、ご留意願います」と発出されています。つまり、36協定の締結は事業場単位を基本としていますが、時間外労働の上限規制は、地方公共団体を単位とするので、多くの自治体は、2019年４月１日からの適用となっていますので点検する必要があります。
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地公に

おける適用

国の対応 今後の対応

①時間外労働

の上限規制

＜労基法36条＞

時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を

原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720

時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平

均80時間（休日労働含む）を限度に設定

労基法別表第１

に掲げる事業に

従事する職員、

地方公営企業の

職員、技能労務

職員には適用

○人事院規則の改正

2018人事院の報告を受け、時間外労働の上限を「原則１月45

時間かつ１年360時間」、「他律的な業務の比重の高い部署

に勤務する職員に対しては１月100時間かつ１年720時間」と

する人事院規則が改正される予定（早くて年明けか）

○総務省通知の発出

地公についても国と同様に2019年4月から上限設定を行うた

め、条例・規則の改正が必要となる。総務省としては、上限

時間を規則に委任する旨の条例改正が必要として、近日中に

通知を発出する考え

○締結義務職場

・対象職場と提出先（労働基準監督機関）の明

確化を図る

・36協定の新様式での締結に向けて協議を進め

る

・自治労としては1年150時間、3月50時間、4週

24時間、1日2時間での締結をめざす。最長でも

月45時間、1年360時間とする

○それ以外の職場

・２・３月議会での条例・規則の改正に向けて

労使協議を進める

②使用者の年

休付与義務

＜労基法39条＞

使用者は、10日以上の年次有給休暇が付与される労

働者に対し、5日について、毎年時季を指定して与え

なければならない

（労働者の時季指定や計画的付与により取得された

年次有給休暇の日数分については指定の必要なし）

地方公営企業の

職員、技能労務

職員には適用

○人事院規則の改正

年次休暇日数が10日以上の職員が５日以上確実に使用するこ

とができるよう配慮規定が設けられる

○総務省通知の発出

地公についても同様に年休の取得について配慮がされるよう

総務省通知を出す考え

・年次有給休暇の取得促進を進め、少なくとも5

日未満取得者を解消する

③高度プロ

フェッショナ

ル制度の創設

＜労基法41条の2＞

職務の範囲が明確で一定の年収（少なくとも1,000万

円以上）を有する労働者が、高度の専門的知識を必

要とする等の業務に従事する場合に年間104日の休日

を確実に取得させること等の健康確保措置を講じる

こと、本人の同意や委員会の決議等を要件として、

労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定を適用除

外とする

地方公営企業の

職員、技能労務

職員には適用

※現実的には導

入することは想

定されない

・制度自体の廃止を求めて取り組む

・労働組合（民間）として、各企業に制度を導

入させないよう取り組む

④医師による

面接指導／労

働時間の適正

把握義務

＜労働安全衛生法66条の8＞

医師による面接指導を受けさせる義務（時間外労働

月100時間→80時間超に改正）

※高プロの創設に伴う医師による面接指導の義務化

（労働安全衛生法66条の8の4）とは別に規定されて

いることに留意

＜労働安全衛生法第66条の8の3＞

事業者は、労働時間の状況を省令で定める方法（タ

イムカード、パソコン等の客観的な方法その他の適

切な方法）により把握しなければならない。

※管理監督者や裁量労働適用者も対象



全面的に適用 ○2018人事院報告

・１月100時間以上の超過勤務を行った職員等に対しては、

職員からの申出がなくとも医師による面接指導を行う

・超過勤務の多い職員から申出があった場合の面接指導につ

いて、その対象となる超過勤務時間数の基準を１月100時間

から80時間に引き下げる

・面接指導の適切な実施を図るため、超過勤務手当が支給さ

れない管理職員も含めて、各省各庁の長は適切な方法により

職員の超過勤務の状況を把握することとするとともに、より

適切に職員の健康管理を行えるよう健康管理医の機能強化を

図る

・労働時間を客観的な方法で適切に把握できる

よう勤務時間管理体制を構築する

・80時間を超える時間外労働を行った職員に対

して、医師の面接指導や所属長による勤務状況

の把握・改善等適切な対応を図る

・安全衛生委員会において時間外労働の実態に

ついて報告させ、縮減策について協議する

④中小企業の

適用猶予

①について、中小事業主（常時使用する労働者の数

が300人以下である事業主）については2020年4月1日

から施行

中小事業主の該

当判断について

は地方公共団体

を単位とする

・罰則が適用猶予となる自治体でも、2019年4月

には条例・規則を改正させ、その上限の範囲内

での協定をめざす

※地方公務員法3条3項3号の特別職については、労基法が全面適用となるため留意が必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働き方改革関連法の施行に伴う対応について      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2018.10.29県代会議


《 時間外労働の仕組み 》

	○　労働基準法第３２条において、週４０時間、１日８時間を上限と規定。労働基準法上、時間外労働をさせてはならない。⇒

	≪ただし、同法第３２条の例外規定として≫
○　同法３３条第３項……「公務のために臨時の必要がある場合」

○　同法３６条第１項……「労使で協定を締結した場合」　※１

○　同法３３条第１項……「災害その他の避けがたい事由がある場合」　※２　　

※１　労働基準監督署に届出が必要

※２　労働基準監督署の許可が必要

　　　　⇒　　例外的に、時間外労働をさせることができる。


　　

　「３６（サブロク）協定」とは

　　労働基準法第36条第１項（時間外及び休日の労働）ほか
	　法定の労働時間を超えて労働（法定時間外労働）させる場合、または、法定の休日に労働（法定休日労働）させる場合に、使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者との書面による協定を締結し、これを所轄労働基準監督署長に届け出た場合において、第32条から第32条の５まで若しくは第40条の労働時間（以下この条において「労働時間」という。）又は前条の休日（以下この項において「休日」という。）に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによって労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる。この協定のことを労働基準法第３６条に規定されていることから、通称「３６協定」という。「３６協定」に対しては、「協定があることにより必要な時間外勤務ができない」という意見がありますが、まったく逆で「３６協定」を締結しなければ時間外勤務をさせることができません。「３６協定」が問題ではなく、事業量に見合う人員配置となっていないことや欠員が生じていることが問題であり、現在の人員数に対して当局が事業量策定を行っていることに問題があります。


　＜別表　自治労の「時間外労働縮減指針」＞

	
	「労働基準法第36条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準」

（以下上限時間）
	自治労の「時間外労働の縮減指針」

（以下上限時間）

	１　日
	
	２時間

	１週間
	15時間
	

	２週間
	27時間
	

	４週間
	43時間
	24時間

	１ヵ月
	45時間
	

	２ヵ月
	81時間
	

	３ヵ月
	120時間
	50時間

	１　年
	360時間
	150時間


●自治体における労基法別表第１の号別区分の例
	別表第一の号別
	事　業　場　例

	１号（製造業）
	電気・ガス・水道の各事業場、給食調理場（学校）、印刷所、自動車整備工場、共同作業所

	２号（鉱業）
	砂利採取事業所

	３号（土木・建築）
	土木出張所、空港建設事務所、土地改良事業所、公園管理事務所

	４号（交通）
	交通事業の本局及び事業場

	５号（港湾）
	港湾管理事務所

	６号（農林）
	林業事務所、農業センター（園芸センター、フラワーセンター等）、植物園

	７号（牧畜・水産）
	畜産センター、水産種苗センター、水族館

	８号（商業）
	駐車場、市場、物産館、野球場

	９号（金融・広告）
	観光案内所

	10号（映画・演劇）
	公営競技事務所

	11号（通信）
	水産事務所無線局

	12号（教育・研究）
	小学校、中学校、高等学校、大学、幼稚園、看護学校、消防学校、警察学校、盲学校、ろう学校、養護学校、職業訓練校、職員研修所、農業試験場、林業試験場、水産試験場、工業試験場、食肉衛生検査所、公衆衛生検査所、青年センター、研修センター、産業技術センター、勤労婦人センター、海洋センター、図書館、公民館、博物館、科学館、体育館、美術館、児童館、天文台

	13号（保健・衛生）
	病院、保健所、保育所、防疫事務所、老人ホーム、福祉センター、母子寮、公衆浴場、助産所、保健センター、乳児院、食肉衛生検査所、隣保館、精神衛生センター、盲（ろう、養護）学校寄宿舎、肢体不自由児施設、知的障害児施設、身体障害者更生援護施設

	14号（娯楽・接客）
	国民宿舎、ユースホステル、保養センター

	15号（清掃・と畜）
	清掃事業所、火葬場、し尿処理場、終末処理場、家畜処理場


　　　　…労働基準監督署に提出
　　　　…人事委員会に提出
●「官公署の事業」の例
	官公署の事業
	本庁、支所、出張所、行政委員会事務局、消防署、警察署、旅券事務所、福祉事務所、家畜保健衛生所、病害虫防除所、農業改良普及所、計量検査所、身体障害者更生相談所、婦人相談所、児童相談所、消費生活センター、コミュニティセンター、物産センター、機動隊、運転免許試験場、授産所


〔要　求〕
	５－⑵　時間外労働の上限規制および36協定締結の推進
④　改訂「過労死等防止対策大綱」において、官公署（別表第１の第11、12号含む）の職場に過重労働の疑いがある場合、人事委員会を置かない団体は、地方公共団体の長が監督指導の徹底に努めると明記されていることから、その役割・機能を果たすこと。

⑤　労働者の休息時間を確保する勤務間インターバルを導入すること。あわせて、災害時等の緊急時における連続勤務時間について制限を設けること。


〔解　説〕
⑴　2014年に「過労死等防止対策推進法」が施行され、過労死対策を「国の責務」と明確にしました。そして、この法の具体策をまとめた「過労死等防止対策大綱」の策定を国に義務づけました。約３年を目途に大綱に基づく対策の進捗状況等を踏まえて大綱を見直すこととしており、2018年７月24日に改訂大綱が閣議決定されました。そのなかで、国が取り組む重点対策として、地方公共団体に対し、地方公務員に係る対策の推進を働きかけることが明記され、特に、2017年１月に策定された「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」の周知、労基法に基づく36協定の未締結事業場に対する監督指導の取り組みの徹底をはかるとしています。なかでも、労働時間の把握については、原則として、使用者が自ら現認すること、またはタイムカード、ＩＣカード等の客観的な記録を基礎として労働者の始業・終業時刻を確認することにより、適正に記録することとされているガイドラインを踏まえ、指導を行うとされています。

⑵　さらに、地方公務員の勤務条件については、労働基準監督署がその職権を行使する職員を除き、人事委員会またはその委任を受けた人事委員会の委員（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）（以下「人事委員会等」という。）がその職権を有する、労働基準法別表第１第11号および第12号並びに同別表に含まれない官公署の事業に従事する職員に過重労働の疑いがある場合は人事委員会等が監督指導の徹底に努めるものとする、とされましたので、大綱に基づき、その役割・機能を果たすよう求めています。

⑶　勤務間インターバルとは、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に、一定時間以上の休息時間(インターバル時間)を確保する仕組みをいいます。その趣旨は、労働者が十分な生活時間や睡眠時間を確保することにあります。これまでの過労死事案では、午前１時とか２時に勤務を終えて翌日の所定始業時刻から、また勤務するということが継続していたというものが多くありましたが、勤務間インターバル制度を設けた場合には、このような過労死という事態の発生を避けることができるといわれています。欧州では24時間につき、原則11時間を確保しており、私たちも最低11時間の「勤務間インターバル制度」の導入を設けることが必要です。
⑷　一方、民間法制において努力義務とされている「勤務間インターバル」について、制度を設けている企業は、7.6％とまだ少数ですが、制度のない企業のうち、予定ありが2.5％、検討中が27.9％となっています。実際に制度のある企業のインターバル時間数は「８時間以上９時間未満」としている企業の割合が23.5％と最も多く、平均時間数は9.7時間です(人事院2019年「民間企業勤務条件制度等調査」)。

　災害時等の緊急時に際しては、自治体職員は不眠不休の状態におかれることも少なくありません。安心・安全の確保、業務効率の確保の観点からも、職員の健康確保が重要であり、職員の連続勤務について上限を設けることは有効です。例えば、避難所運営等の業務に関しては、引き継ぎも含めて、24時間を連続勤務の上限とすることなどが考えられます。災害時にどのように職員体制を維持していくのかについて、交渉・協議を行っておく必要がありますが、その際には、職員の勤務時間管理・把握とあわせて連続勤務時間の制限を導入することについても求めましょう。やむを得ず長時間夜勤等を行う場合、勤務時間中の事故等を防ぐため十分な休息が必要です。１時間の休憩時間とあわせて１時間の休息時間をとることで、連続２時間の仮眠時間を確保できるよう求めます。

〔要　求〕
	５－⑵　時間外労働の上限規制および36協定締結の推進
⑥　看護職員の夜勤の上限を月64時間または８回以内とすること。

⑦　交代制等勤務職員の休息時間（おおむね４時間ごとに15分）を勤務時間内に設けること。また、深夜勤務時間（22時～５時）を含む８時間以上の勤務では、少なくとも１時間の休息時間を設けること。


〔解　説〕
⑴　高齢者の増加にともない医療ニーズは高まり、2025年には看護職員が約206万人必要になると推計されています。しかし、2016年の看護職員の就業者数は約166万人にとどまり、人材確保策の強化が急務です。看護職員は年間19万人が新規参入・復職する一方、16万人が離職しており、北海道は全国８番目に高い離職率となっていることから、とりわけ離職防止の取り組み強化が不可欠です。こうしたなか、2016年度診療報酬改定では看護職員の夜勤要件が緩和されました。医療機関は診療報酬の入院基本料を算定するため、夜勤看護職員の月平均夜勤時間を72時間以下とする必要があります。従来（2016年３月末まで）は、月間夜勤時間数が16時間ﾞ以下ﾞの者などを算出に含めないルールでしたが、改定（2016年４月以降）により一部の短時間の夜勤従事者（13対１、15対１入院基本料等は８時間未満の者は、計算式に含まないに変更）も平均時間の算出に組み込めることとされ、長時間の夜勤従事者がいても、平均72時間以下の要件を満たしやすくなりました。加えて、2018年度診療報酬改定で入院医療にかかる報酬体系が大きく見直され、これまでよりも少ない看護職員の人数で従来と同程度の重症患者に対応できる報酬区分が創設されました。

⑵　日本看護協会「看護職員実態調査（2017年）」によると、看護職員の夜勤回数は「９～12回」が最も多いとされていますが、これらの見直しにより、対応する患者像は同じであってもより少ない看護職員で対応することとなり、夜勤回数も増加するといった影響が懸念されます。また、「看護師等の人材確保の促進に関する法律」による「基本的な指針」として、努力目標ではありますが、月８回以内となっています。看護職員の労働時間や夜勤回数が診療報酬改定の影響でさらに増加しないよう、各職場で一人ひとりの夜勤時間の実態を定期的に確認し、医療現場全体の働き方の見直しを進める必要があります。夜勤をはじめとする長時間労働や休暇取得の状況を改善するなど、人材の定着をはかる取り組みの強化が求められます。

〔要　求〕
	５－⑵　時間外労働の上限規制および36協定締結の推進
⑧　時間外勤務の実態を踏まえ、必要な時間外勤務手当財源を確保し、全額支給を徹底すること。

⑨　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。

⑩　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日勤務を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。


〔解　説〕
⑴　2022道本部春闘アンケート結果による「未払い超勤（サービス残業）あり」は全体で48.5％(前年48.9％)と、昨年とほぼ同率で、いまだ過半数近い人が未払い超勤をしている実態にあります。未払い超勤は、明らかな法律違反であるうえ、生産性どころか、人材確保すら困難にするからです。

未払い超勤は、「６ヵ月以下の懲役または30万円以下の罰金」が使用者に科せられる、れっきとした違法行為です。重大・悪質な場合には送検され、企業名も公表されます。また、未払い超勤がある企業では、未払い超勤がない企業に比べ、従業員（職員）の仕事への意欲や満足度が低く、転職意向が強い傾向がうかがえます。従業員（職員）が働きがいを感じられず勤め先（職場）に不信感を抱いていてはモチベーションの向上など望める訳がありません。さらに、未払い超勤により、いわゆる「ブラック企業（自治体）」というレッテルが貼られれば、人手不足が深刻ななか、地域公共サービスを向上させるために最低限必要な人材すら確保できなくなります。今こそ、不払い残業撲滅への取り組み強化が求められており、時間外勤務手当は必要な予算を確保し完全支給するよう求めます。

⑵　次に、超過勤務の時間についても、2022道本部春闘アンケートにおいて、この１年間の超勤時間を聞いたところ、「60～119時間」18.9％、「120～179時間」8.0％、「180～239時間」5.2％、「240～359時間」5.2％、「360時間以上」4.1％となっています。こうした実態を放置していて、ﾞ上からのﾞ働き方改革で機械的に超勤縮減、上限厳守と当局・管理職からいわれた際に、職場でどのように取り組むことができるでしょうか。労働者個々人の責任にさせず、現場からの働き方改革を進めるために、職場段階での人員、業務、体制などの点検・検証が求められています。そして、これらの改善をつうじて、時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底するよう求めていく必要があります。
⑶　「育児と介護のダブルケアをせざるを得ない方」が全国で25万人いるといわれています。６歳未満の子を持つ１日の家事の役割分担時間が以前報道されましたが、妻が６時間10分に対して、夫が１時間24分となっており、いかに女性に家事の役割分担の比重が高いのかがわかります。また、道本部女性部で毎年実施している「職場改善実態調査・権利実態調査」によると、正規職員への質問として、「定年まで働きますか」との問いに対して、「いいえ」が37.1％、４割近くの女性組合員は定年まで働けないという意識があり、「育児・介護など家族の事情」も8.1％もありました。このように育児と介護にかかわる制度の充実をつうじて、女性も男性も働きやすい環境の整備が急務となっています。当面、育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日勤務を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けることを求める必要があります。
〔要　求〕
	５－⑶　フレックスタイム制の導入

①　自治体の実態を踏まえ、時間外勤務の縮減や職員側の都合を契機とする職員の発意で申告が行われ、申告どおりの勤務時間割振りによるフレックスタイム制となる確証が得られるまで導入しないこと。また、導入する場合は、その可否も含めて十分な交渉・協議を行うこと。

②　特に時間外勤務手当の圧縮を目的とした制度導入は行わないこと。


〔解　説〕
⑴　国家公務員は、2016年４月から交替制勤務職員等を除く、原則すべての職員を対象に、４週間ごとの単位期間につき週勤務時間38時間45分を維持しつつ、毎日５時間のコアタイムと１日の最低勤務時間６時間を満たす範囲で、その前後の出退勤時間を職員の申請に基づいて柔軟に割り振るものです。

⑵　地方公務員は、原則、労働基準法が適用であることから、フレックスタイム制の導入に対しては、職員側の都合を契機とする職員の発意で申請が行われ、申告どおりの勤務時間割振りによるフレックスタイム制とならなければなりません。

〔要　求〕
	５－⑷　休暇・休業制度の拡充

①　人事院通知（2018年12月７日）を最低基準として、５日間以上の年次有給休暇の取得について適切に対応すること。また、年次有給休暇の取得拡大にむけた実効ある施策を講じること。

②　病院等変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。また、シフト問題（年休の強制組み込み）に対して、適正な運用とすること。

③　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

④　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇および骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。

⑤　治療と仕事の両立支援にむけ、休暇制度や勤務制度を導入すること。特に2022年１月１日に国の不妊治療休暇が新設(１年につき５日、最大10日、時間単位可)されたことを踏まえ、国に遅れることなく速やかに規則改正を行い不妊治療と仕事の両立を支援すること。また、特別休暇の名称については、「出生サポート休暇（国）」「家族支援休暇」「健康管理休暇」など、取得しやすい名称を整備すること。さらに、取得手続き(申請)は、「不妊治療カード」の提示などによる取得を可能とするなど、できるだけ簡素化し取得しやすい環境をつくること。
⑥　高齢者部分休業制度の条例化と運用にあたっては、十分な交渉・協議に基づくこととし、職員が取得しやすい環境整備をはかること。


〔解　説〕
⑴　2021道本部春闘アンケート結果では、この１年間に取得した年次有給休暇については、５日～９日が前年より若干増え35.9％（前年37.0％）と一番高く、次いで０～４日の17.4％(前年20.0％)となっています。特に、０～４日の取得について、全道庁労連9.5％、政令市7.2％に対して、都市19.8％、町村26.5％と平均より高い実態にあります。2019年４月からスタートした使用者の年休付与義務の５日間を下回る者がいまだ２割近くも存在していることを問題として取り組まなければなりません。近年、職場で深刻な課題となっている人員不足や、新型コロナ禍による業務の膨大化、採用の凍結から一気に再開に転換して職場の年齢構成も非常に歪んだかたちになって、職場・業務などに大きな影響が出ています。人員確保闘争や時間外勤務縮減の取り組みとあわせて年休完全取得にむけた実効ある施策を求めていく必要があります。

⑵　2018年12月７日付け（職職－252）人事院事務総局職員福祉局長通知により、「計画表の活用による年次休暇及び夏季休暇の使用の促進」が発出されました。そのなかでは、「一の年の年次休暇の日数(前年からの繰越し日数は含まない。)が10日以上である職員の計画表の作成および変更にあたっては、当該年に５日以上の年次休暇を使用することができるよう配慮することとし、毎年９月末日時点で当該年における年次休暇の使用日数の累計が５日に達していない職員に対しては、年次休暇の使用を促すとともに、職員の希望を考慮して計画表を変更し、当該年において５日以上の年次休暇を使用することができるよう配慮すること」とされたことから、これらの通知をもとに年休の取得促進を進めていく必要があります。

	

	職職－２　５　２

平成30年12月７日

人事院事務総局職員福祉局長

計画表の活用による年次休暇及び夏季休暇の使用の促進について（通知）

　年次休暇及び人事院規則15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）第22条第１項第15号に規定する休暇（以下「夏季休暇」という。）のより一層の計画的な使用を図るとともに、年次休暇を年５日以上確実に使用することを確保するため、計画表を作成し、活用することとしましたので、平成31年１月１日以降は、以下の点に留意の上、両休暇の使用促進に努めてください。なお、「計画表の活用による年次休暇及び夏季休暇の使用の促進について（平成４年12月９日職職－598）」は、廃止します。

記

１　「職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（平成６年７月27日職職－328）」第17の第２項に規定する計画表（以下「計画表」という。）は、年次休暇については年間、夏季休暇については７月から９月までの期間について作成すること。

２　計画表の様式は、各職場の実情に応じて職員が業務と休暇との調整を図れるように工夫して定めること。

３　計画表の作成に当たっては、公務の円滑な運営及び職員の希望する休暇使用時期について十分配慮するとともに、作成された計画表は適宜各職員に周知すること。

４　計画表は、原則として年初において作成することとし、年の中途において新たに職員となった者等についても、その都度速やかに作成すること。

５　計画表は、職員の希望する休暇使用時期の変更や公務の運営に支障がある場合の休暇使用時期の変更に適宜対応できるものとすること。

６　計画表の活用による年間を通じた年次休暇の使用促進に当たっては、公務の円滑な運営に留意しつつ、職場の実情に応じた年次休暇のまとめ取り期間の設定などに努めるほか、夏季休暇等の前後における年次休暇使用による連続した休暇使用、当該職員にとっての記念日又は行事に合わせた休暇使用等ができるよう配慮すること。

７　一の年の年次休暇の日数（前年からの繰越し日数は含まない。）が10日以上である職員の計画表の作成及び変更に当たっては、当該年に５日以上の年次休暇を使用することができるよう配慮することとし、毎年９月末日時点で当該年における年次休暇の使用日数の累計が５日に達していない職員に対しては、年次休暇の使用を促すとともに、職員の希望を考慮して計画表を変更し、当該年において５日以上の年次休暇を使用することができるよう配慮すること。ただし、職員が、育児、介護その他の事情により、計画表に記載して当該年に５日以上の年次休暇を使用することを希望しない場合は、この限りではないこと。

８　勤務時間法第23条に規定する常勤を要しない職員（以下「非常勤職員」という。）についても常勤職員の休暇表の例により休暇の表を作成すること。

９　非常勤職員については、その任期等の事情を考慮し、年次休暇を使用できることとなった日から次の１年間において５日以上の年次休暇を使用することができるよう配慮すること。

10　年次休暇の使用を促進するため、業務の計画的遂行、応援体制の整備等により、職員が年次休暇等を使用しやすい環境作りに努めること。

以　上

	


⑶　病院等変則交替制職場では、恒常的な人員不足のなか、新型コロナ患者の受け入れのため、感染症に対応した病床の設置などにより、夜勤回数、長時間労働が増加しています。安定した医療体制の提供のためにも、これらの職場については、必要な人員確保と予算措置などの諸条件を整備することが必要です。
⑷　夏季休暇について
　1990人勧によって国公は、３日間の夏季休暇が人事院規則で特別休暇として新設されました。道本部は、この３日に従前からの職専免等による既得権分の確保を含めて、年５日以上の夏季休暇の制度を要求しています。

　現在ほとんどの単組で制度化されていますし、また、全道庁労連では、夏季休暇は３日ですが、冬季職専免が２日制度化されています。また、夏季休暇５日間については、既に苫小牧市職労で制度化されており、2017賃金確定闘争の継続交渉において、旭川市職労が５日間の制度化と期間延長(５月１日～10月31日)を勝ち取っています。また、2020賃金確定闘争のたたかいにおいて、函館市労連で５日間の付与日数の見直し改善がはかられました。これらを参考にして実現をめざしましょう。

　なお、人事院の夏季休暇についての説明の特徴点は次のとおりとなっています。

	

	⑴　夏季休暇の期間
　７月１日から９月30日迄の３ヵ月の期間内において取得できる。
　期間外の使用・未使用日数の翌年の繰越はできない。
⑵　連続取得の原則
　夏季休暇の日数は、原則として連続する３日の範囲内とし、勤務の都合上これが困難である場合には分割することができる。
〈注〉①　「連続する３日」とは勤務を要しない日および休日を除く３暦日である例えば｛夏季休暇｝｛閉庁の土曜日｝｛日曜日｝｛夏季休暇｝｛夏季休暇｝という取り方は可能である。しかし、｛夏期休暇｝｛年休｝｛夏期休暇｝｛夏期休暇｝という取り方は原則として不可。
②　取得単位は暦日である。例えば、交替制職員でＰＭ10～ＡＭ６という勤務時間の者が夏期休暇を取得した場合、２日の取得となる。
　　　　　　また、閉庁の土曜日に夏期休暇を取得した場合、１日の取得となり、４時間の時間休としては扱われない。
③　１日単位での分割取得は、勤務のローテーションの都合などで連続取得が困難な場合に
可能であり、職員の個人的な事情により分割することはできない。

	


⑸　リフレッシュ休暇は、ゆとりある生活スタイルへの転換をめざし、公務員にふさわしい人間形成を実現するためにも必要です。
　全道庁労連は、1992年４月から勤続30年で３日のリフレッシュ休暇（永年勤続休暇）を勝ち取っており、当面道を目標に取り組みを進めます。なお、公務員連絡会の要求は、有給で勤続10年目に５日、20年目に10日、30年目に15日となっています。
⑹　「有給教育休暇」は、ＩＬＯ第148号（1974年採択・日本は未批准）で定められたもので、「一般教育、社会教育および市民教育」「労働組合教育」などを、労働時間中に有給で行うものです。社会的、経済的、技術的および文化的なものに対する欲求や要望を満たすために、取られる措置です。この条約は、連合の重点批准条約にもなっています。
⑺　近年の大規模災害のなかで、ボランティアの活動が高く評価されました。また、高齢社会を迎え行政がカバーをできないところを補っているのもボランティアです。しかし、現実にはこのように社会貢献を行うとすると「休み」が壁となり、行おうにも行えない現実があります。

　1996人事院勧告に基づき、1997年１月１日施行でボランティア休暇が新設されました。人事院規則では「職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（－略－）を行う場合で、その勤務をしないことが相当であると認められるとき、１年において５日の範囲内の期間…」と定められました。

　また、2011年３月に発生した東日本大震災のなかで、1997年１月施行したボランティア休暇を５日以内の範囲内の期間を特例的に延長する対応が人事院で取られました。しかし、それだけでは未曾有の被害を受けた被災地では十分な支援活動もできませんでしたので、最低でも、この国の基準を上まわる条件の確保が必要です。
⑻　骨髄バンクへ提供職員に対する特別休暇は、1993年４月から国において実施されています。骨髄バンクとは、白血病等骨髄移植を行わなければ治癒する可能性のない病気の治療のため、骨髄提供を希望する人を予め登録することです。移植した骨髄提供（ドナー）と患者の血液の白血球の型が一致している必要があり、多くの場合、非血縁者に頼らなければ骨髄移植を受けることはできない現状です。

　骨髄バンクへの登録だけの場合は、献血程度の時間ですが、提供が決まった時には健康診断等に３日程度、入院に５～６日程度の日数がかかります。しかし、これに対する特別休暇がなければ、実際に提供することは困難です。

　社会的貢献度が大きく人命にかかわるこの問題について、特別休暇として制度化し多くの人が骨髄提供者として登録し、提供できるよう各単組で要求し、実現することが社会的要請にもなっています。

　各自治体においても導入させるよう取り組みを強化しましょう。
⑼　部分休業は小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、１日２時間以内の範囲で勤務時間の初めまたは終わりにおいて取得できる制度です。一方、育児短時間勤務とは、職員の小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために、いくつかある勤務の形態（週19時間35分勤務、週24時間35分勤務などいくつかのパターンから選択）を選択し、希望する日および時間帯に勤務することができる制度です。これらの制度を利用するにあたっても代替職員を置くこととされているものの、育児休業ほど代替職員の配置がなされていない現状にあるため、代替職員の配置を確実にし、取得しやすい環境整備が必要です。また、これらの休暇・休業制度を性別に関わりなく誰もが取得できるよう、男女がともに取得しやすい職場環境づくりを推進する必要があります。
⑽　治療と仕事の両立支援にむけた、休暇制度や勤務制度を導入するよう求めています。それまで健康だった人が病気にかかり治療が必要になると、以前のように働けなくなるケースが出てきます。このように、人生100年時代といわれるなか、「生涯をつうじて健康である」とは限りません。国立がん研究センターの報告によると、近年、診療技術の進歩もあって、新たにがん(悪性新生物)と診断される人の数は男女ともに増加傾向にあり、その多くが勤労世代であり、年齢が上がるとともに増加しています。がんという疾病自体も医療技術等の進歩によって、生存率(５年相対生存率)は66.1％と向上しています。がんは長く付き合う病気となり、生活の質を保ちつつ就労することが可能かつ必要となっています。厚労省「国民生活基礎調査」によると、仕事を続けながら治療を受けている人は一定数存在しています。50～59歳で仕事を持ちながら、がんで通院している人は、女性で7.7万人、男性で3.7万人います。両立支援をする場合は、人事労務管理担当者や産業保健スタッフによる組織的な支援および治療と仕事を両立する意思がある労働者の上司や同僚の深い理解が欠かせません。厚生労働省が作成した「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」には、その支援にあたっての留意事項や準備事項、支援の進め方が記載されています。特に、両立支援を行うための休暇制度、勤務制度の整備として、短時間の治療が定期的に繰り返される場合、就業時間に一定の制限が必要な場合、通勤による負担軽減のために出勤時間をずらす必要がある場合などがあることから、休暇制度、勤務制度について、職場の実情に応じて検討、導入し、治療のための配慮を行う必要があります。このように、疾病を抱える労働者が「治療をしつつ柔軟に働ける制度」の整備と支援策が求められており、休暇制度・勤務時間制度の導入と改善が必要です。

⑾　不妊治療に係る休暇については、国家公務員は2022年１月１日に人事院規則が改正され「出生サポート休暇」として施行されました。自治体も遅れることなく速やかに改正を行い、不妊治療と仕事の両立を支援することが必要です。

2021年1月から2月にかけて実施した一般職の国家公務員を対象としたアンケートにおいて、治療を経験・検討する7,368人のうち、①不妊治療と仕事を両立することについて、「かなり難しいと思う」が62.5％と高く、②仕事との両立が難しい・無理な原因として、「通院回数が多い(46.1％)」「経済面の負担が大きい(44.6％)」「告げられた通院日に外せない仕事が入るなど、仕事の日程調整が難しい(41.0％)」と回答しています。そのうえで、③不妊治療と仕事を両立する場合、希望する治療スタイルについて、「勤務時間中でも、必要なときに通院し、治療を受けたい(36.8％)」という意識にあります。

このため、取得しやすい名称(「家族支援休暇」「健康管理休暇」など)を整備するとともに、「取得手続き(申請)」をできるだけ簡素化させ、取得しやすい環境づくりを求めていく必要があります。特に「取得申請」に際しては、一般的には「医師の診断書」ですが、経済的な負担を校了し、長野県で導入している「不妊治療カード」の提示で認めている実態もあり、簡素化しやすい方策を求めていくこととしています。
その他、更年期には、ほとんどの女性が何らかの心身の変調をきたします。いわゆる更年期の諸症状について、更年期障害という休養や治療を要すほど症状がひどい場合は、適切な措置が必要です。また、最近では男女を問わず、うつ状態などメンタル面での症状が現れる場合も多く指摘されています。

　これらの更年期障害にかかわらず、健康審査や医師による指導・助言を受けるなど、心身の健康を維持・管理するための休暇の新設を求めます。

⑿　定年の段階的引き上げが、2023年４月１日施行でスタートします。高年齢者の多様な働き方を確保する観点から、「高齢者部分休業制度」の条例化を求めることとし、また、すでに条例化されている自治体においても、制度の活用拡大にむけた周知などを求めることとします。

地方公務員独自の「高齢者部分休業制度」は存置されますが、この制度は、各自治体が条例で定めています。申請要件については、「要介護者を介護するために高齢者部分休業をしている場合において」と定める自治体があることにみられるように、高齢職員のライフスタイルに対応するための部分休業制度として2004年６月に法改正により創設されたものです（地方公務員法第26条の３）。
制度内容は自治体により様々ですが、一般的には、56歳以上の高齢職員を対象とし、１週間あたりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で休業を行うことができるとされています。

勤務しなかった時間あたりの給与等は減額され、退職手当も休業期間の２分の１に相当する期間を在職期間から除算するとされていますが、常勤職員であるため、給料・手当等は基本的に常勤職員と同じ仕組みで算定します。

今回、定年引き上げにより、65歳の定年退職日までの間、「高齢者部分休業」を取得することが可能となります。60歳以降の給料は60歳前の給料月額の70％ですが、60歳以降に高齢者部分休業を取得した場合、給料月額の70％の額を基礎として勤務しなかった時間分が減額されます。また、定年前再任用短時間勤務職員となった後に常勤職員に戻ることはできませんが、高齢者部分休業は部分休業の期間終了後にフルタイムの勤務に戻ることになります。（部分休業の申請要件に該当するか否かという前提はあるが、）短時間勤務だけに着目するなら、60歳以降の職員は、高齢者部分休業と定年前再任用短時間勤務が制度として併存することになります。

現在、高齢者部分休業制度はあまり活用されていない実態にありますが、高齢職員の多様な働き方を確保するという観点から、活用の拡大にむけて検討、交渉を行うことも大変重要です。
〔要　求〕
	

	５－⑸　両立支援のための休暇等の新設・充実、政策の実現

①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。また、期間については、合計６ヵ月以上とすること。

②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象）で制度化すること。

③　民間の育児･介護休業法の改正（2017年１月１日施行および2022年１月１日施行、４月１日施行予定）、国家公務員の制度改正（2017年１月１日施行）、国家公務員の育児休業等の法律改正の意見の申出（2021年８月10日）を踏まえ、以下のとおり改善すること｡

ⅰ）育児休業の取得回数制限の緩和として、職員が同一の子について育児休業をすることができる回数について、人事院規則で定める特別の事情がある場合を除き、常勤・非常勤等を問わず原則２回まで取得することができるとされたことから、国に遅れることなく同様に改善すること。また、期末手当・勤勉手当の在職期間等の算定にあたっては、子の出生後８週間以内の育児休業の期間と、それ以外の育児休業の期間は合算しないとされたことから、自治体においても同様の算定とすること。

ⅱ）男性職員の育児休業の取得回数制限の緩和については、配偶者同様に原則２回までの取得に加えて、子の出生後８週間以内に再度２回を限度に育児休業を取得することができるとされたことから、国と同様に改善すること。

ⅲ）非常勤職員の取得要件について、育児休業および育児時間は在職期間要件を廃止する、また、子の看護休暇は在職期間要件を緩和するとされたことから、国に遅れることなく同様に改善すること。

ⅳ）男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。また、男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

ⅴ）男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇の新設・配偶者出産休暇制度を拡充すること。

ⅵ）保育所や幼稚園などの行事参加も含めた、就学前までの子どもの育児にも使える育児目的休暇を新設すること。

ⅶ）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

ⅷ）子の看護休暇の期間・取得について、対象年齢の拡大や時間単位の取得など、制度の拡充をはかること。また、子にかかわらず、看護休暇の対象者の拡大をはかること。さらに、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

ⅸ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限および免除についても、同様とすること。

ⅹ）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

④　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

⑤　育児のための短時間勤務制度について

ⅰ) 国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。
ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること。

ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

⑥　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

⑦　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

⑧　保育（育児）時間は最低120分とするとともに､男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

⑨　育児休業および介護休暇に関わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については、人事院規則改正を踏まえ、早急に改善すること。

⑩　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。

⑪　配偶者同行休業制度について制度化し、国内異動にも適用すること。

	


〔解　説〕
⑴　2001年11月、民間の「育児休業、介護休業等育児または介護を行う労働者の福祉に関する法律」の改正法案が成立し、これを受けて公務においても2001年12月に関係法律の改正が行われ2002年４月から施行されました。

　結婚・妊娠・出産・育児・介護などを理由に退職勧奨や解雇されることのないよう、仕事と家庭の両立支援策を拡充し、それぞれの職場での適用法にあわせて、家族的責任を担う労働者にとって、より働きやすい職場の実現をめざし法律にあわせた条例化、協約化と運用を求めていきます。また、取得率の低い男性の育休介護休業・休暇取得の促進のため具体策を求めていきます。
⑵　小学校就学前の子の養育や家族を介護する男女労働者が申請した場合、使用者は当該労働者に１月において24時間、１年について150時間を超える時間外労働および深夜労働をさせることはできません。地方公務員においても同様の措置を規定しています。

　また、2009年６月に改正された民問の「育児休業、介護休業等育児または介護を行う労働者の福祉に関する法律」においては、さらに「３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを事業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する」こととなりました。
⑶　家族的責任は男女労働者がともに担うべきものです。育児・介護を行う男女労働者を対象とした時間外労働の上限を設定することが重要です。各単組では上記の内容を点検し、育児・介護など家族的責任を有する男女労働者の深夜労働の規制を求めるとともに、時間外労働について年間150時間を上限とし、子の養育または家族の介護などの事情に関する配慮から深夜労働の制限限を設けていくことを求めます。
⑷　仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の確立をはかり、働くものの健康を維持するためには、所定労働時間の短縮、労働時間管理の徹底と不払い残業の撲滅など労働時間短縮が不可欠です。連合においても春闘の課題として積極的に取り組むこととしています。健康障害を発生させないためにも取り組みを強化します。
⑸　これまで、育児休業をした職員が職務に復帰した場合は当該該当の1/2に相当する期間を引き続き勤務したものとみなして号俸を調整するということで育児休業法により規定されていました。

　これについて、最近の民間企業における動向や職業生活と家庭生活の両立支援策としての育児休業の重要性を勘案すると調整の換算率を見直す必要があるとして、育児休業をした期間の100/100以下に相当する期間を引き続き勤務したものとみなして調整することができるようにすることで人事院規則および国家公務員の育児休業法・地方公務員の育児休業法が改正されています。自治体においても、上記の観点から早期に関係条例・規則の見直しを求めるとともに、すでに育児休業を取得済みの職員についても、部内の検証上在職者調整を求めることが重要です。
⑹　また、基準日に育児休業中の者に対して勤務実績に応じて一時金を支給する勧告が1999年にされています。少子化対策や男女共同参画が社会的重要課題となるなかで、育児休業を取得する者が無給であることは大きな制度的矛盾でした。公務員連絡会は育児休業制度発足当初から、育児休業中の者にも一定の給与を支給するよう求め続け、特に、勤務実績があっても基準日に休業の者に一時金が支払われない矛盾を早急に解消するよう人事院に強く求めてきました。この勧告は、こうしたわれわれの取り組みの成果であると同時に、これを足がかりにさらに取り組みを進めていかねばなりません。なお、勧告記述は次のとおりです。「民間の取扱いとの均衡を図る観点から、特別給の基準日に育児休業中の職員のうち、算定期間に勤務実績がある職員に対し、在職期間等に応じて期末手当、勤勉手当及び期末特別手当を支給することとします」。

⑺　期末手当においては、基準日前６月以内に育児休業を１日でも取得すると、期末手当の在職期間別割合が80/100となり、期末手当が２割削減されるという制度となっています。給料は育児休業の復職時調整では取得した全期間にわたり勤務したものとみなされて調整がされるのに、期末手当では1/2の期間、勤勉手当においては全期間在職期間から除外されるということとなっています。

　このような制度に対して、2011年７月に人事院総裁に対し総務大臣、厚生労働大臣、男女共同参画大臣の連名で「男性職員の育児休業取得促進に向けた期末手当に係る改善検討の要請」を行ったところです。こうした動きのなかで2011人事院勧告の報告で育児休業を短期間（１月以内）取得する場合は、減額しないことで人事院規則が改正されました。適用は2011年12月の期末手当からとされました。今回、期末手当のみの改善となりますが、各単組においては、人事院規則改正の動向を踏まえ、国に遅れることなく同様に取り扱うよう交渉を強めましょう。
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○　在職期間別割合

	在職期間
	割合

	６ヶ月
	100/100

	５ヶ月以上６ヶ月未満
	80/100

	３ヶ月以上５ヶ月未満
	60/100

	３ヶ月未満
	30/100


⑻　改正育児・介護休業法の2017年１月１日施行と改正児童福祉法の2017年４月１日施行を踏まえ、人事院は2016人事院勧告で給与改定勧告とあわせて改正育児・介護休業法に即した意見の申出・勧告・報告を行いました。地方公務員の育児休業等に関する法律および育児休業、介護休業等育児または家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部を改正する法律案は、2016年11月25日の参議院本会議で賛成多数で可決・成立し、2017年１月１日施行となりました。各単組においても、法改正の内容を確実に各地方公共団体等でも実施するとともに、仕事と家庭の両立支援策を一層推進するため、男女がともに子育て・介護をしながら働き続けることができるよう、女性労働者への就業継続の支援、男性がより子育てに参加できる働き方の実現、実効性の確保など雇用環境の整備をはかることが求められます。
⑼　おもな意見の申出・勧告・報告内容は以下のとおり。

①　介護休暇請求期間の分割

　現行では一の要介護状態ごとに連続する６月の範囲内とされているが、３回まで分割を可能とし、かつ合計６月以下の範囲内で指定。

②　介護時間（介護のため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと）を新設

　取得開始日から連続する３年の期間内で１日につき２時間を超えない範囲（始業・終業時間に続いて分割も可）で勤務しないことを承認可能とする。介護時間については無給とするが、昇給・勤勉手当の期間率においては直ちに不利とならない取り扱いとする。

③　育児休業等の育児支援制度の対象となる子の拡大

　現行では育児休業や育児短時間勤務、育児時間、フレックスタイム制の週休日の特例において養育する範囲が法律上の親子関係にある子のみとされているが、特別養子縁組の監護期間中の子、里親である職員に委託されており養子縁組により養親となることを希望している子とこれらに準ずる子を追加。
④　介護を行う職員の超過勤務の免除

　現行では職員から請求があった場合に一定時間以下に制限することが出来るとしているが、免除も可能とする。

⑤　介護休暇等の対象家族の同居要件を撤廃

　祖父母、孫および兄弟姉妹についての同居要件を撤廃。

⑥　上司・同僚等によるマタハラ等防止策を整備

⑦　非常勤職員の育児休業・介護休暇の取得要件を一部緩和

⑽　臨時・非常勤等職員の取り扱いについて、2020年４月から会計年度任用職員制度等の取り扱いとなりました。これまで常勤職員と違う取り扱いとなっている実態もありましたが、自治体においては、民間の育児・介護休業法の考え方（１年以上の実質的な継続雇用であればパートタイム労働者、期間労働者であっても適用の対象とする）を踏まえ、１年以上の継続雇用であれば、どんな任用根拠であっても育児休業が取得できるよう、条例・要綱により育児休業の制度化をはかっていく必要があります。
⑾　なお、こうした制度と実態の矛盾について、前回の育児・介護休業法改正の局面での自治労本部における総務省への取り組みのなかから、2010年11月16日の衆議院総務委員会において総務大臣は「実態に応じて、自治体でもって（育児休業の）措置することができる」と答弁し、特別職非常勤職員（同法３－３－３）および臨時的任用職員（同法22条）を対象に自治体独自の育児休業制度の導入を容認しています。
⑿　2013人事院報告のなかで配偶者帯同休業制度の意見の申出がされ2014年２月21日から「配偶者同行休業制度」として施行されています。外国で勤務等をする配偶者と生活をともにすることを希望する職員が休業の対象とされているため、ケースとしては少ないものと考えられますが、権利として制度創設を求める必要がありますし、外国だけでなく国内での異動であっても適用される制度とするよう求めます。
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○　在職期間は給与法の適用を受ける職員として在職した期間


次の期間は在職期間から除算する（人事院規則9-40第5条2項）


①　停職者、専従休職者の期間


②　非常勤職員の期間（勤務日および勤務時間が常勤の職員と同様である者を除く）


③　育児休業の期間の1/2


④　自己啓発等休業の期間の1/2


⑤　休職の期間の1/2


⑥　育児短時間勤務をすることにより短縮された勤務時間の短縮分に相当する期間の1/2
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